
２ 林業信用保証勘定

（１）林業信用保証業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 6,643 　　　リ－ス債務（短期） 0 
　　　有価証券 4,699 　　　前受収益 103 
　　　その他の流動資産 109 　　　引当金

　流動資産合計 11,451 　　　　賞与引当金 21 
　　　　保証債務損失引当金 2,120 

Ⅱ　固定資産 　　　政府事業交付金 6,202 
　１　有形固定資産 　　　その他の流動負債 25 
　　　　建物 11 　流動負債合計 8,470 
　　　　　減価償却累計額 8 △  Ⅱ　固定負債
　　　　土地 218 　　　リ－ス債務（長期） 1 
　　　　その他の有形固定資産 23 　　　長期前受収益 231 
　　　　　減価償却累計額 11 △  　　　引当金
        有形固定資産合計 234 　　　　退職給付引当金 520 
　２　無形固定資産 4 　　　　保証債務損失引当金 1,447 
　３　投資その他の資産 　固定負債合計 2,198 
　　　　投資有価証券 24,496 Ⅲ　保証債務
　　　　敷金・保証金 7 　　　短期保証債務 24,083 
　　　　求償権 4,757 　　　長期保証債務 19,520 
　　　　　求償権償却引当金 △ 4,583 　保証債務合計 43,602 
        その他の資産 5 54,270 
        投資その他の資産合計 24,682 （純資産の部）

　固定資産合計 24,920 Ⅰ　資本金
　　　政府出資金 15,371 

Ⅲ　保証債務見返 　　　地方公共団体出資金 3,775 
　　　　短期保証債務見返 24,083 　　　民間出資金 3,599 
　　　　長期保証債務見返 19,520 　資本金合計 22,745 

　保証債務見返合計 43,602 Ⅱ　利益剰余金
　　　積立金 1,289 
　　　当期未処分利益 1,669 
　　　（うち当期総利益） (1,669)

　利益剰余金合計 2,958 
25,703 

79,974 79,974 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　事業費 　事業収入
　　保証事業費 　　保証事業収入
　　　求償権償却損失 10 　　　保証料収入 420 
　　　求償権売却損 119 　　　違約金収入 6 
　　　求償権回収事業費 21 　　　償却債権取立益 25 
　　　求償権償却引当金繰入 174 　　　保証債務損失引当金戻入 1,505 
      事業費合計 324 　　　政府事業交付金収入 134 
　一般管理費       事業収入合計 2,089 

人件費 285 　退職給付引当金戻入 6 
　　　直接業務費 39 　財務収益

管理業務費 86 　　　受取利息 1 
賞与引当金繰入 21 　　　有価証券利息 330 

　　　減価償却費 3 　　　財務収益合計 331 
      一般管理費合計 435 　雑益 1 
　経常費用合計 759 　経常収益合計 2,428 
経常利益 1,669 経常損失
当期純利益 1,669 当期純損失 0 
当期総利益 1,669 当期総損失 0 

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成27年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２６年度末における資産総額は７９９億７４百万円（５４億７９百万円減）である。

主な内訳は、保証債務見返（負債科目の保証債務の見返として計上）４３６億２百万円（

５８億２４百万円減）、有価証券及び投資有価証券２９１億９６百万円（２億２百万円増）、

現金及び預金６６億４３百万円（１億４４百万円増）である。

（２）負債総額は５４２億７０百万円（７１億４８百万円減）である。

主な内訳は、保証債務（保証債務残高）４３６億２百万円（５８億２４百万円減）、政府

事業交付金６２億２百万円（２億７７百万円増）、保証債務損失引当金３５億６６百万円（

１５億５百万円減）である。

（３）純資産総額は２５７億３百万円（１６億６９百万円増）である。

主な内訳は、政府、地方公共団体及び民間からの出資金２２７億４５百万円（増減なし）、

利益剰余金２９億５８百万円（１６億６９百万円増）である。

２．損益計算書

（１）平成２６年度の経常費用は７億５９百万円（８億７９百万円減）、経常収益は２４億２８

百万円（９億８７百万円減）で、この結果、当期総利益は１６億６９百万円（利益の１億８

百万円減）となった。

（２）この利益が減少となった主な要因は、

① 収益において、保証債務残高の減少により保証債務損失引当金戻入が１５億５百万円

（６億２４百万円減）、政府事業交付金収入１億３４百万円（３億１２百万円減）となっ

たこと、

② 費用において、代位弁済が前年度対比で８億４５百万円減少したことにより求償権償却

引当金繰入が１億７４百万円（６億４３百万円減）、求償権償却損失１０百万円（２億

８１百万円減）となったこと

等による。



（２）林業等資金寄託業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 2 １年以内返済予定長期借入金 4,047 
　　　有価証券 4,290 　流動負債合計 4,047 

　流動資産合計 4,292 Ⅱ　固定負債
　　　長期借入金 2,244 

Ⅱ　固定資産 　固定負債合計 2,244 
　１　有形固定資産 － 6,291 
　２　無形固定資産 － （純資産の部）
　３　投資その他の資産 Ⅰ　資本金
　　　　寄託金 30,563 　　　政府出資金 28,555 

　固定資産合計 30,563 　資本金合計 28,555 
Ⅱ　利益剰余金
　　　積立金 5 
　　　当期未処分利益 3 
　　　（うち当期総利益） (3)

　利益剰余金合計 8 
28,563 

34,854 34,854 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　一般管理費 　政府補給金収入 17 

直接業務費 0 　財務収益
      一般管理費合計 0 　　　受取利息 0 
　財務費用 17 　　　有価証券利息 3 

　　　財務収益合計 3 
　経常費用合計 17 　経常収益合計 20 
経常利益 3 臨時利益
当期純利益 3 
当期総利益 3 

資産合計

（平成27年3月31日現在）
貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債純資産合計

科　　　　　　目

負債合計

純資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２６年度末における資産総額は３４８億５４百万円（２億７６百万円減）である。

主な内訳は、株式会社日本政策金融公庫への寄託金３０５億６３百万円（９億２８百万円

減）、有価証券４２億９０百万円（６億６０百万円増）である。

（２）負債総額は６２億９１百万円（５億９９万円減）である。

内訳は、長期借入金（寄託原資として、民間金融機関からの借入額）６２億９１百万円（５

億９９百万円減）である。

（３）純資産総額は２８５億６３百万円（３億２３百万円増）である。

主な内訳は、政府出資金２８５億５５百万円（３億２０百万円増）である。

２．損益計算書

（１）平成２６年度の経常費用は１７百万円（１３百万円減）、経常収益は２０百万円（１０百

万円減）で、この結果、当期総利益は３百万円（利益の３百万円増）となった。

（２）この利益が増加となった主な要因は、収益において、株式会社日本政策金融公庫からの寄

託金繰上償還金の運用により、財務収益が３百万円（３百万円増）となったことによる。



（３）林業等資金貸付業務

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

（資産の部） （負債の部）
Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債
　　　現金及び預金 8,385 　　　リ－ス債務（短期） 0 
　　　有価証券 120 　　　引当金
　　　短期貸付金 1,217 　　　　賞与引当金 4 
　　　その他の流動資産 0 　　　その他の流動負債 12 

　流動資産合計 9,722 　流動負債合計 16 
Ⅱ　固定負債

Ⅱ　固定資産 　　　リ－ス債務（長期） 0 
　１　有形固定資産 　　　引当金
　　　　建物 1 　　　　退職給付引当金 43 
　　　　　減価償却累計額 1 △  　固定負債合計 43 
　　　　その他の有形固定資産 3 59 
　　　　　減価償却累計額 1 △  （純資産の部）
        有形固定資産合計 3 Ⅰ　資本金
　２　無形固定資産 0 　　　政府出資金 9,800 
　３　投資その他の資産 　資本金合計 9,800 
　　　　長期貸付金 238 Ⅱ　利益剰余金
        その他の資産 0 　　　積立金 117 
　　　　敷金・保証金 1 　　　当期未処分利益 △ 11 
        投資その他の資産合計 239 　　　（うち当期総損失（△）） (△11)

　固定資産合計 242 　利益剰余金合計 105 
9,905 

9,964 9,964 

損　　益　　計　　算　　書
（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

経常費用 経常収益
　事業費 － 　事業収入
　一般管理費 　　貸付事業収入
　　　人件費 46 　　　政府事業交付金収入 53 

直接業務費 0       事業収入合計 53 
管理業務費 15 　退職給付引当金戻入 1 

　　　賞与引当金繰入 4 　財務収益
　　　減価償却費 0 　　　受取利息 1 
      一般管理費合計 66 　　　財務収益合計 1 
　　　 　雑益 0 
　経常費用合計 66 　経常収益合計 55 
経常利益 経常損失 11 

当期純損失 11 
当期総損失 11 

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（平成27年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債純資産合計

１．貸借対照表

（１）平成２６年度末における資産総額は９９億６４百万円（１０百万円減）である。

主な内訳は、現預金及び有価証券８５億５百万円（１７百万円減）、短期及び長期貸付金

１４億５５百万円（６百万円増）である。

（２）負債総額は５９百万円（２百万円増）である。

主な内訳は、退職給付引当金４３百万円（３百万円減）、その他の流動負債１２百万円（４

百万円増、未払金等）である。

（３）純資産総額は９９億５百万円（１１百万円減）である。

内訳は、政府出資金９８億円（増減なし）、利益剰余金１億５百万円（１１百万円減）で

ある。

２．損益計算書

（１）平成２６年度の経常費用は６６百万円（８百万円増）、経常収益は５５百万円（３百万円

減）で、この結果、当期総損失は１１百万円（損失の１１百万円増）となった。

（２）この損失が増加となった主な要因は、

① 収益において、政府事業交付金収入が５３百万円（２百万円減）、退職給付引当金戻入

が１百万円（１百万円減）となったこと、

② 費用において、一般管理費が６６百万円（８百万円増）となったことによる。


